車両管理業務請負仕様書


第１章　　請負の内容

（適用範囲）
第１条　この仕様書は、神戸運輸監理部（以下「発注者」という。）が委託する車両管理等の業務（以下「本業務」という。）に適用する。

（一般業務）
第２条　受注者は、本業務の履行に関し、契約書及び仕様書を遵守するとともに、第１２条に規定する車両を善良なる管理者の注意義務をもって管理し、道路交通法令等を遵守し、正確かつ迅速に業務を履行するものとする。

 （車両管理責任者等）
第３条　受注者は、業務を履行するため、以下の者を定めるものとする。
①車両管理責任者
②車両管理責任者代理
なお、車両管理責任者代理は、第５項に定める資格と同等の資格を有する者とし、車両管理員に兼務させる場合も同様とする。ただし、車両管理員を車両管理責任者代理とする場合は、運行中に当該業務を行わせることはできない。
③車両管理員（常時又は定期的に車両を運行・管理する者に代わって臨時的に車両を運行・管理する者を含む。以下同じ。）
２　車両管理責任者は、車両管理責任者代理及び車両管理員を兼ねることはできないものとする。
３　受注者は、車両管理員となる者が第５項に定める資格等①～④のすべての要件を満たすことについて、契約締結前に「入札説明書別紙様式９」により発注者の確認を受けるものとする。なお、車両管理員を変更又は増員する場合も同様に、発注者の確認を受けるものとする。
４　受注者は、車両管理員となる者が第５項に定める資格等④の要件を満たすことについて、契約締結前に健康診断、適齢診断に基づく受注者の誓約書（様式１）及び健康診断書（提出前１年以内に作成されたもの）を提出し、発注者の確認を受けるものとする。なお、車両管理員を変更又は増員する場合も同様に、発注者の確認を受けるものとする。



５　車両管理責任者等の資格は次表のとおりとする。
	区分
	資格等

	車両管理
責任者
	下記のいずれかの要件を満たすこと。
①道路交通法第７４条の３に定める安全運転管理者の選任を受け運転管理の１年以上の実務経験を有する者
②３年以上の運転管理の実務経験を有する者
③道路運送法又は貨物自動車運送事業法に基づく運行管理者の１年以上の実務経験を有する者
※運転管理の実務とは、「自動車の運転手に対し、運転について指示、指導し監督すること」をいう。（運転業務と兼務した実績を除く。）

	車両管理員
	下記①～④のすべての要件を満たすこと。
1 年齢が７０歳未満の者（令和８年４月１日現在）（６５歳以上の者は適齢診断（高齢運転者のための適性診断として国土交通大臣が認定したものをいう。）※を受診し、運転に支障が無いことを受注者が証明すること。）で、普通自動車運転免許を有し、免許を受けていた期間が３年以上の者。
※適齢診断については、業務開始日から起算し、１年前以内に受診していることを条件とする。
②令和３年４月１日以降に自動車の運転を業務とし、a)又はb)の実務経験を有する者。
  a) 人員輸送の業務経験を１年以上有する者
   （令和８年３月３１日現在で１年を経過する者を含む）
  b) a)以外の業務経験を３年以上有する者
③神戸運輸監理部管内の地理・道路網に精通している者。
④車両の運行等に支障がない健康状態であることを証明できる者。



（業務の履行期間等）
第４条　履行期間は、令和８年４月１日から令和９年３月３１日までとする。
２　受注者が業務を履行する日は、履行期間において、行政機関の休日に関する法律に規定する行政機関の休日を除いた日を原則とする。
３　受注者が業務を履行する時間は、７時００分から２０時００分までの時間帯において、休憩時間（１時間）を除き連続した７時間４５分を原則とする。なお、勤務時間については、前日までに監督職員と協議のうえ、決定するものとする。
４　前各項の規定にかかわらず、発注者の業務の都合により必要が生じたときは第２項に定める日以外の日及び第３項に定める時間以外の時間においても業務の履行を実施することができるものとする。なお、休日等の業務は延べ３日、時間外業務時間は延べ２０時間を見込んでいる。
５　発注者の業務の都合により必要が生じたときは、あらかじめ受注者と協議のうえ、宿泊を伴う業務の履行を行うことができるものとする。なお、宿泊に必須となる費用については発注者の負担とし、「国家公務員等の旅費に関する法律」の規程を準用するものとする。

（業務の履行）
第５条　受注者又は車両管理責任者は、発注者又は監督職員の指示に対する適切な措置を速やかに講じなければならない。
２　本業務によって車両を管理する範囲は、毎月発注者が業務計画書（様式３又は様式３に記載された事項を含む任意様式）を作成し車両管理責任者に通知するものとする。また、本業務によって車両を運行する範囲は、日々発注者が運行計画書（様式４又は様式４に記載された事項を含む任意様式）を車両管理責任者に通知するものとする。
３　車両管理責任者は前項の運行計画書に基づき車両を配置し、監督職員に配車報告書（様式４又は様式４に記載された事項を含む任意様式）により報告するものとする。また、変更する場合も同様とする。
４　車両管理責任者は運行計画書が、安全運転の確保、人員体制等から不適切と判断される場合は変更を申し入れるものとし、その申し入れに対しては、監督職員、車両管理責任者双方で協議するものとする。
５　受注者は、車両管理責任者及び車両管理員が、業務の履行に必要な知識・技能（安全・円滑な運行に関する知識・技能、運行区域に係る道路状況、主要関係施設等地理的な知識、発注者から教示を受けた神戸運輸監理部の業務等に関する知識等）を確保するように努めるものとし、発注者が必要と認める場合には、研修会の実施等適切な教育を行うものとする。
６　前各項の規定にかかわらず、監督職員は管理対象車両について、履行予定日において一切の業務の履行を求めない場合、車両管理責任者に対して前日までにその指示を行うものとする。ただし、第６条で規定されている災害等の緊急時に対応する場合はこの限りではない。

（業務の履行体制）
第６条　業務の履行にあたって、以下の体制を確保することとする。
　一　緊急やむを得ない事態等により、運行計画書（様式４又は様式４に記載された事項を含む任意様式）によらない運行の必要を生じた場合は、乗車職員から監督職員に速やかに連絡し、運行計画書を変更するものとする。
　二　運行計画の変更等に的確に対応するため、受注者は車両管理責任者の代理等の設置、監督職員・車両管理責任者・車両管理員の間の複数連絡手段の確保等、監督職員からの指示に迅速かつ確実に対応できる体制を構築し、「入札説明書別紙様式１０」により事前に発注者の確認を受けるものとする。
　三　受注者は所定の車両管理員が急遽車両の運行ができなくなった場合でも、業務の履行が迅速かつ確実に確保できる体制を構築し、「入札説明書別紙様式１０」により事前に発注者の確認を受けるものとする。
　四　災害時等において、業務履行時間外に車両の運行が必要となる場合にも、第二号、第三号と同様の措置をとるとともに、必要となる災害対応等の内容や地域の地理的状況等をふまえ、発注者又は監督職員が、受注者又は車両管理責任者に連絡後、概ね４５分以内に別紙１に記載する配置場所に、運行業務が行える体制を確保しなければならない。この場合は、第４条を準用するものとする。

（履行の報告及び確認）
第７条　車両管理員は、車両管理確認日誌（様式５又は様式５に記載された事項を含む任意様式）を作成し、業務実施日の翌日に監督職員に提出するものとする。ただし、翌日が休日等のときはその翌日とする。
２　受注者は、前項に規定する車両管理確認日誌に基づき、各月末をもって車両走行実績及び車両管理報告書（様式６及び様式６に記載された事項を含む任意様式）を作成し、第１５条の請求書とともに提出するものとする。
３　発注者は、前項の報告に基づき業務の履行を確認する。

（車両管理員の監督）
第８条　車両管理責任者は、第２条に基づき、車両管理員に道路交通法令等を遵守させるため、日々の業務開始前に普通自動車運転免許証の携帯状況および当日の健康状態を確認するものとする。併せて、車両の運行前及び運行後には、目視等による確認の他アルコール検知器（国家公安委員会が定めるもの）により酒気帯びの有無を確認するものとする。確認の結果、業務の履行に支障があると認められる場合は、速やかに車両管理員を変更するものとする。なお、車両管理責任者が上記の確認作業を行うことができない場合には、発注者（監督職員）による確認をもって代えることができるものとする。
２　車両管理員は、車両管理確認日誌（様式５又は様式５に記載された事項を含む任意様式）に、前項の確認を受けた際の結果を記載するものとする。

（業務打合せ）
第９条　車両管理責任者は、発注者（監督職員）と必要に応じて打合せを実施し、その結果については車両管理業務打合簿（様式２）に記録し、相互に確認しなければならない。

（車両の原形復旧義務等）
第１０条　受注者は、業務履行に伴い使用する車両（車両の附属品を含む。）を滅失したときは、同等品以上の代物を弁償し、き損したときは原形に復旧しなければならないものとする。

（第三者及び発注者に及ぼした損害）
第１１条　受注者は、業務の履行に伴い、第三者及び発注者（その所属職員、庁舎等の国有財産、物品類又はその所有する車両、搭載機器等を含む。）に損害を及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。ただし、発注者の所属職員等の人身事故については、発注者と協議するものとする。
　  なお、その損害が発注者の責に帰すべき理由により発生したときはその限りではない。
２　受注者は、契約に違反し業務を適正に履行しなかったことにより、発注者に損害を及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。

（車両及び請負場所）
第１２条　業務請負車両及び業務の主たる管理場所は、次の各号に掲げるとおりとする。
一　受注者が本業務を請け負う車両及び場所は、別紙１のとおりとする。
なお、発注者の事情により、車両を変更（車両の増減を含む。）する場合は、受注者に対して事前に通知するものとする。
この場合、契約金額等を変更する必要があるときは、発注者と受注者とが協議して定めるものとする。
二　常に運行できる体制をとるべき台数　　１台
ただし、上記台数を変更する場合は、事前に発注者又は監督職員、受注者又は車両管理責任者双方で協議するものとし、その内容を車両管理業務打合簿（様式２）に記録するものとする。

（業務の内容）
第１３条　業務の内容は、次の各号に掲げるとおりとする。
一　車両の管理、運行計画における人員の配置
二　車両の運転
三　車両の日常点検
四　燃料の補給
五　貸与する消耗品及び備品の管理
六　車両の整備、清掃及びワックスがけ
七　車内の清掃（消毒作業を含む。）
八　自動車保険（任意保険）に関すること
九　事故処理に関すること
十　前各号に付随する業務（道路交通情報の収集等を含む。）
２　本業務で管理する車両の予定走行距離は、別紙１の「年間予定走行距離」及び「基本走行距離」のとおりである。なお、予定走行距離はあくまで予定数量であることに留意すること。
３　車両の運行に際し、次の各号に要する費用は発注者が負担するものとする。
一　有料道路等の通行に関する費用
二　フェリー等の乗船に関する費用
三　業務の必要により予め監督職員が認めた駐車料金
４　次の各号に掲げる修理等の費用については、発注者の負担とする。
一　車検及び定期点検整備（点検整備に必要な油脂類及び消耗品等を含む。）
二　タイヤ、チューブ、バッテリー、タイヤチェーン、シートカバー等の交換、エアーコンディショナー等の修理調整。
ただし、受注者の責に帰すべき事由による修理の費用は、受注者の負担とする。
５　本業務で管理する車両に使用する燃料等は、次の各号に定めるものを使用するものとし、発注者が指定する販売店において発注者が指示する方法により補給するものとする。　
一　燃料は別紙１のとおりとする。
二　エンジンオイルは、四季を通じて使用可能なものとし、かつＪＩＳ規格品とする。
三　その他のものは、車種による純正部品又は純正部品と同等品以上のものを使用すること。
６　受注者は、車両の走行距離が概ね４，０００㎞毎、もしくは１年点検時にエンジンオイルを交換するものとする。また、オイルエレメントはエンジンオイルの交換２回につき１回交換するものとする。
７　本業務で管理する車両にかかる自動車保険契約は受注者負担とする。保険加入に必要な車両の仕様等は、別紙２のとおりとする。保険内容はロードサービス（レッカー移動）を付帯するものとし、次のとおりとする。
（１）対人賠償      　　　　　　　無制限
（２）対物賠償            　　　　無制限
（３）搭乗者賠償      ５，０００万円以上
（４）車両保険　　    　　　　　　任意※
　　　※第１０条（車両の原形復旧義務等）に基づき受注者の判断による。
　　　　受注者が加入しない場合であっても発注者は費用を負担しない。
８　受注者は、前項により自動車保険契約を締結したときは、遅滞なくその保険証券等を発注者に提示し、その写しを提出しなければならない。
　なお、直ちに提出できないときは、契約締結を証明できる関係書類を提出しなければならない。

（事故・災害発生時における報告）
第１４条　車両管理員は、業務履行中に事故が発生したとき、または、自然災害等により運行計画書のとおりに業務を履行できなくなった場合は、直ちにその状況を車両管理責任者に報告し、車両管理責任者は監督職員に速やかに連絡しなければならない。


第２章　　支　　払

（対価の支払）
第１５条　発注者は、受注者からの毎月の請求に基づき対価を支払うものとする。その内訳は、基本業務費及び時間外労務費とする。
　①　基本業務費
　次のイ及びロから構成されるものとし、これらの合計額（月額）を基本業務費（月額）とする。
　イ　基本労務費
　　　　第４条で規定する履行期間及び履行時間に基づいて算出される年間の基本業務量を基礎として、契約期間を通じての平均月間業務量を算出し、これを毎月の基本業務量とし、掛かる費用を基本労務費（月額）とする。
　　ロ　基本間接費
　　　　管理対象車両に係る自動車保険料及び自動車保険料手続きに係る諸経費並びに前記イに係る管理費等について、第４条で規定する履行期間における合計額を月額に換算した額とする。
　②　時間外労務費
時間外業務は、時間外業務従事時間を月単位で合計し、発注者に対し請求するものとする。なお、合計時間に１時間未満の端数が生じたときは、３０分以上は切り上げ、３０分未満は切り捨てるものとする。
２　受注者は、毎月の支払請求を行う際は、前項各号の内訳を掲載した請求書をもって請求するものとする。

（時間外業務）
第１６条　時間外業務に係る料金は、第１５条で規定する「イ　基本労務費」の時間当たりの単価をもとに月単位で算出するものとする。なお、単価は以下により算出して得た額とする。
　　また、算定の結果、１円未満の端数が生じた場合、端数は切り捨てるものとする。




　・時間外業務単価（休日を除く）

　・時間外業務単価（休日）


（費用の負担）
第１７条　業務の履行に伴う費用については、費用負担区分表（別紙３）に基づき、それぞれ発注者及び受注者が負担する。


第３章　　そ の 他

（健康診断等）
第１８条　受注者は、車両管理員の健康診断を定期的に実施するものとし、その結果を実施後速やかに発注者に報告するものとする。

（品質確保のための措置）
第１９条　発注者は、必要に応じ低入札価格調査を実施し、受注者が実施する国土交通省以外の者が発注する車両管理業務に係るコストの内訳について報告を求めることができる。また、当該内訳と、当該調査が対象とする車両管理業務に係るコストの内訳との間に著しい差がある場合は、受注者より必要な説明を求めるものとする。
２　発注者は、低入札価格調査を経て契約を行った場合、業務の履行に必要な知識等の車両管理員への研修等の教育の実施状況、車両管理責任者の車両管理員に対する指導状況及び本業務に係るコストの内訳、その他の車両管理業務の品質の確保の観点から必要な事項について、概ね年３回程度、受注者より報告書（様式７）の提出を求めるものとする。
３　契約期間中に発注者が定める契約違反に該当する事態、又は別紙４に定める車両管理業務の品質を確保するうえで看過できない事態が発生した場合は、発注者は受注者より当該事態の具体的な内容を報告させるものとする。
　
（守秘義務）
第２０条　受注者、車両管理責任者及び車両管理員は、本業務を通じて知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。本業務を離れた後も同様とする。

（監督職員）
第２１条　監督職員については、契約締結後に発注者から受注者へ別途連絡することとする。

（暴力団等による不当介入を受けた場合の措置等）
第２２条　　本業務において、暴力団員等による不当介入を受けた場合は、断固としてこれを拒否すること。また、不当介入を受けた時点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うこと。下請負人等が不当介入を受けたことを認知した場合も同様とする。
２　第１項により警察に通報又は捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにその内容を記載した書面により発注者に報告すること。
３　第１項及び第２項の行為を怠ったことが確認された場合は、指名停止等の措置を講じることがあること。
４　本業務において、暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害が生じた場合は、発注者と協議を行うこと。
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（その他）
第２３条　本仕様書に定めのない事項については、受注者と発注者の協議に基づき定めるものとする。



